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首長が議会運営に介入？

県 下 で も 豪 雨 被 害 広 が る
令和２年７月豪雨による被害状況について

7.13愛知県災害対策本部発表資料より抜粋

○人的被害＝なし ○住家被害＝半壊１（豊橋）、

一部破損７(豊橋６・江南１)、床上浸水１（岡崎）、

床下浸水19（一宮３・安城10・江南３・岩倉２・扶

桑１） ○非住家被害＝工場の半壊1棟（豊橋）

○道路被害＝11路線12カ所 ○河川被害＝山中川の

護岸２０ｍ傾斜（豊橋）、新中江川の護岸１９ｍ崩

れ（北名古屋）、龍泉寺川の隣接する高台が崩落し

河川の３割閉塞（岡崎）、郡界川の護岸及び法面２

１ｍ崩れ（岡崎）、朝倉川の河岸２０ｍ崩れ（豊橋）

○砂防被害＝６カ所 ○鉄道施設被害＝１カ所

○農林水産被害＝11自治体 244,679千円

ＧＩＧＡスクール構想について議会運営について当局からの「介入」まがいの動き

が。東栄町と阿久比町の町長から議長への文書です。

党議員の攻勢的な論戦に対して、議会運営上の問題

にすり替え論戦を封じる動きです。党議員は議会の自

主的民主的運営を貫く立場から果敢に反論しています。

ギガスクールへの党の態度について、ある同志の質

問への中央委員会からの回答（概要）を掲載します。

日本共産党は新型コロナによる学校と子どもたちの

経験を受けて、６月２日の「子どもたちの学び、心身

のケア、安全を保障するために 学校再開にあたって

の緊急提言」では「次の感染拡大に備え、教員と各家

庭とのオンラインの整備をすすめることも必要です」

としました。コロナの前後で政策を発展させています。

コロナ前、党は「ギガスクール構想」に批判的でし

た。IT業界の景気対策、タブレット使用による子ども

のネット依存症や眼への健康被害、授業の画一化のお

それ、経年的な経費負担が自治体財政にのしかかる、

などが検討されずに進行していたからです。こうした

批判的な観点は今も変わりません。同時にタブレット

などICTは道具であり、使いようでは創造的な授業もで

きます。タブレット導入を絶対に許さないという立場

はとりませんでした。

コロナ後は、教員と子どものコミュニケーションの

ために必要というスタンスです。第二波に備えて、教

員・学校・と子ども・全家庭をオンラインで結ぶこと

は急務となりました。学年によっては授業もできます。

具体的な要求として以下のような項目を掲げます。

①全員に固有の端末（タブレット・パソコン）の確保

②全家庭でのＷｉ－Ｆｉ環境の確保

③通信費の公費負担

④ＩＣＴ支援員の全校一人配置

⑤ネットやスマホによる健康被害についての情報共有

⑥日常の授業では強制しない

⑦経年負担は国で賄い、他の教育予算を圧迫させない
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